〇 育児短時間勤務制度について
1. 育児短時間勤務制度とは
職員が職務を完全に離れることはなく育児を行うことができるよう、育児のための短時間勤務を認める制度。

2. 育児短時間勤務制度の仕組み
（1） 対象となる職員
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する常勤の職員。ただし、以下のア～エに該当する職員は対象外。
ア　非常勤職員等
イ　臨時的任用職員
ウ　育児休業又は配偶者同行休業に伴い採用された任期付任用職員
エ　定年に達して引き続き勤務している職員

（2） 選択できる勤務のパターン
ア～エのいずれか勤務パターンを選択することができる。また、勤務する時間帯に制限はない。
ア　1日当たり３時間５５分×週５日勤務（週１９時間３５分勤務）
イ　1日当たり４時間５５分×週５日勤務（週２４時間３５分勤務）
ウ　1日当たり７時間４５分×週３日勤務（週２３時間１５分勤務）
エ　週３日　７時間４５分、７時間４５分、３時間５５分勤務（週１９時間２５分勤務）

（3） 請求期間等
　１回に請求できる期間は１月以上１年以下。なお、育児短時間勤務を始める１か月前までに請求しなければならない。

（4） 期間の延長及び再度の請求
ア　小学校就学の始期に達するまで延長可能で、回数に制限はない。
イ　育児短時間勤務の終了後通常勤務に戻った場合、１年以内は特別の事情がある場合を除いて、再度の請求はできない。

（5） 給与の取扱い
　フルタイム勤務時に受ける額を基礎として、勤務時間数に応じて支給。ただし、扶養手当、住居手当、単身赴任手当についてはフルタイム勤務時と変わらず支給される。特殊勤務手当、宿日直手当、時間外勤務手当については、勤務実績に応じて、フルタイム勤務時と変わらず支給される。
　期末勤勉手当についてはⅥ参照。

（6） 昇給の取扱い
　フルタイム勤務職員と同様の基準が適用される。

（7） 退職手当の取扱い
　育児短時間勤務をした期間については、退職手当の計算の基礎となる勤続期間から３分の１が除算される。（例えば、３年間育児短時間勤務をした場合は、退職手当上の勤続期間は２年間となる。）

3. 代替措置
[bookmark: _GoBack]勤務パターンに応じて代替職員が措置される。
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